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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第33期

中間連結会計期間
第34期

中間連結会計期間
第33期

会計期間
自2023年８月１日
至2024年１月31日

自2024年８月１日
至2025年１月31日

自2023年８月１日
至2024年７月31日

売上高 （千円） 770,736 1,162,569 1,155,112

経常利益 （千円） 264,984 495,310 193,816

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 172,635 335,934 105,069

中間包括利益又は包括利益 （千円） 172,635 335,934 105,069

純資産額 （千円） 1,369,887 1,641,126 1,305,191

総資産額 （千円） 1,663,521 2,107,922 1,550,265

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 143.29 273.07 86.32

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 139.15 269.41 84.33

自己資本比率 （％） 82.3 77.9 84.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 189,033 424,353 128,249

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △2,420 － △117,975

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 14,410 － 17,280

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,281,899 1,532,783 1,108,429

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

　　　ません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中

間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態の状況

（流動資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は1,761,921千円となり、前連結会計年度末と比べ574,495千円の増

加となりました。これは主に、現金及び預金が424,353千円、売掛金が151,327千円増加したこと等によるもの

であります。

（固定資産）

　当中間連結会計期間末における固定資産は346,000千円となり、前連結会計年度末と比べ16,838千円の減少

となりました。これは、有形固定資産が1,802千円、無形固定資産が14,721千円、投資その他の資産が314千円

それぞれ減少したことによるものであります。

（流動負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は443,364千円となり、前連結会計年度末と比べ220,908千円の増加

となりました。これは主に、未払法人税等が108,128千円、買掛金が68,329千円増加したこと等によるもので

あります。

（固定負債）

　当中間連結会計期間末における固定負債は23,431千円となり、前連結会計年度末と比べ813千円の増加とな

りました。これは退職給付引当金が813千円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は1,641,126千円となり、前連結会計年度末と比べ335,934千円の増加

となりました。これは、利益剰余金が335,934千円増加したことによるものであります。

 

（2）経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、賃金の上昇に伴う個人消費の回復や設備投資の持ち直しによ

り、緩やかな回復基調を維持しました。一方で、資源価格の高止まりや物価上昇、米国の貿易政策の変化や海

外金利の上昇など、先行きには不透明感が残っています。

　人材・就職支援業界においては、2025年１月の有効求人倍率は1.26倍（厚生労働省調査）と安定して推移し

ているなか、人手不足の影響で企業の採用意欲が高まり、特にDX推進に伴うIT・技術系職種の需要が増加して

います。一方で、学生は働き方の柔軟性やキャリア成長を重視する傾向が強まり、ジョブ型採用の浸透ととも

にスキルベースでの採用が拡大し、企業と学生のマッチングの重要性がより一層高まっています。

　このような状況のなか当社グループは、収益性の向上と事業成長のための戦略的営業活動に取り組みまし

た。昨今の採用市場の活発化を受け、主力事業である「高専生のための合同会社説明会」をはじめとするイベ

ントサービスにおいては、ニーズの高まりや物価の上昇を受けて販売単価の見直しを行うことで収益性を改善

しました。また、業種特化型の新イベントの企画、営業を進めるなど、取引規模の拡大を図ってまいりまし

た。加えて、人材確保に課題を抱える優良中小企業の増加を背景に、新卒採用代行サービスの契約数を積み上

げ、当社グループの新たな成長の柱へと成長しつつあります。今後も、変化する市場環境に柔軟に対応しなが

ら、持続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。

　これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は 1,162,569千円（前年同中間期比50.8％増）、営業利益は

494,316千円（前年同中間期比87.4％増）、経常利益は 495,310千円（前年同中間期比86.9％増）、親会社株

主に帰属する中間純利益は335,934千円（前年同中間期比94.6％増）となりました。
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　　なお、当社グループは、主たる事業である学生イベントの開催日が上半期に集中する傾向があり、通常、上半

　期の売上高は下半期の売上高と比べて著しく増加する傾向にあります。

 

　（2024年７月期の売上高並びに営業利益及び営業損失）

 上半期 下半期 通期

売上高（百万円） 770 384 1,155

営業利益又は営業損失

（△）（百万円）
263 △74 189

 

　セグメント別の経営成績の状況は、以下のとおりであります。なお、当社グループは、従来「学生イベント事

業」の単一セグメントとしておりましたが、当中間連結会計期間より、株式会社アドウィルの全株式取得に伴う業

務管理区分の見直しを行い、単一セグメントから「キャリア支援事業」「WEBコンテンツサービス事業」の２区分

に変更いたしました。また、当中間連結会計期間の比較・分析は、前中間連結会計期間のセグメント情報を当中間

連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき変更し、記載しております。

①キャリア支援事業

　売上高は、学生イベントの単価見直し及び連結子会社メディア総研イノベーションズ株式会社の取引拡大によ

り、前中間期と比べ321,040千円増加しました。

　以上の結果、売上高は1,047,555千円（前年同中間期比44.2％増）、セグメント利益は663,014千円（前年同中間

期比60.9％増）となりました。

②WEBコンテンツサービス事業

　株式会社アドウィルの新規連結等による売上高及びコストの増加等により、売上高は115,014千円（前年同中間

期比160.1％増）、セグメント損失は13,820千円（前年同中間期は1,109千円の損失）となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、1,532,783千円となりまし

た。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金収支は、424,353千円の資金増加となりました。これは主に、売上債権の増加149,874千

円等による資金の減少があったものの、税金等調整前中間純利益495,310千円等による資金増加によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローはありませんでした。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローはありませんでした。

 

（4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（5）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

 

（7）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,200,000

計 4,200,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年３月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,230,300 1,230,300

東京証券取引所

（グロース市場）

福岡証券取引所

（Q-Board）

単元株式数

100株

計 1,230,300 1,230,300 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2025年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年８月１日～

2025年１月31日
－ 1,230,300 － 249,837 － 199,837
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（５）【大株主の状況】

  2025年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数　　
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

田中　浩二 福岡県福岡市中央区 770 62.59

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８-12 44 3.63

新潟　真也 福岡県福岡市城南区 26 2.15

株式会社DYM 東京都品川区大崎一丁目11-２ 21 1.76

今野　治 福岡県福岡市早良区 20 1.70

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６-21 20 1.66

野本　正生 福岡県福岡市東区 20 1.63

株式会社DMM.com証券 東京都中央区日本橋２丁目７-１ 15 1.29

廣地　弘昭 神奈川県横浜市鶴見区 13 1.08

谷口　陽子 福岡県小郡市 13 1.06

計 － 966 78.53

 

（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2025年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,229,300 12,293 －

単元未満株式 普通株式 1,000 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  1,230,300 － －

総株主の議決権  － 12,293 －

 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年８月１日から2025年１月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、如水監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2024年７月31日）

当中間連結会計期間
（2025年１月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,108,429 1,532,783

売掛金 47,402 198,729

仕掛品 9,055 9,799

貯蔵品 396 257

その他 22,326 20,616

貸倒引当金 △182 △263

流動資産合計 1,187,426 1,761,921

固定資産   

有形固定資産 32,752 30,949

無形固定資産   

のれん 121,709 114,102

その他 34,638 27,523

無形固定資産合計 156,347 141,626

投資その他の資産 173,738 173,424

固定資産合計 362,838 346,000

資産合計 1,550,265 2,107,922

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,359 80,688

未払金 60,584 61,546

未払法人税等 62,732 170,860

賞与引当金 12,384 11,932

その他 74,394 118,336

流動負債合計 222,456 443,364

固定負債   

退職給付に係る負債 22,617 23,431

固定負債合計 22,617 23,431

負債合計 245,073 466,795

純資産の部   

株主資本   

資本金 249,837 249,837

資本剰余金 199,837 199,837

利益剰余金 855,676 1,191,610

自己株式 △159 △159

株主資本合計 1,305,191 1,641,126

純資産合計 1,305,191 1,641,126

負債純資産合計 1,550,265 2,107,922
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自2023年８月１日
至2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（自2024年８月１日
至2025年１月31日）

売上高 ※１ 770,736 ※１ 1,162,569

売上原価 174,405 261,172

売上総利益 596,330 901,397

販売費及び一般管理費 ※２ 332,534 ※２ 407,081

営業利益 263,796 494,316

営業外収益   

受取手数料 276 276

代理店手数料 733 394

その他 405 323

営業外収益合計 1,414 994

営業外費用   

解約金 226 －

営業外費用合計 226 －

経常利益 264,984 495,310

特別損失   

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前中間純利益 264,984 495,310

法人税等 92,349 159,376

中間純利益 172,635 335,934

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 172,635 335,934
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自2023年８月１日
至2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（自2024年８月１日
至2025年１月31日）

中間純利益 172,635 335,934

中間包括利益 172,635 335,934

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 172,635 335,934

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自2023年８月１日
至2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（自2024年８月１日
至2025年１月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 264,984 495,310

減価償却費 8,778 9,567

のれん償却額 756 7,606

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 80

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,520 △451

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 813

受取利息及び受取配当金 △5 △116

売上債権の増減額（△は増加） △103,062 △149,874

棚卸資産の増減額（△は増加） 91 △604

仕入債務の増減額（△は減少） 33,429 68,329

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,982 25,615

未払金の増減額（△は減少） 3,788 961

その他 617 18,246

小計 228,853 475,484

利息及び配当金の受取額 5 116

法人税等の支払額 △39,825 △51,248

営業活動によるキャッシュ・フロー 189,033 424,353

投資活動によるキャッシュ・フロー   

無形固定資産の取得による支出 △2,420 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,420 －

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 14,410 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,410 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 201,023 424,353

現金及び現金同等物の期首残高 1,080,875 1,108,429

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,281,899 ※ 1,532,783
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【注記事項】

（会計方針の変更）

     （「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１．業績の季節的変動

　当社グループは、主たる事業である学生イベントの開催日が上半期に集中する傾向があり、通常、上半期

の売上高は下半期の売上高と比べて著しく増加する傾向にあります。

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年８月１日
至 2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年８月１日
至 2025年１月31日）

役員報酬 62,850千円 56,800千円

給料及び手当 80,176 100,076

賞与 15,321 18,327

地代家賃 25,080 27,316

減価償却費 7,887 8,026

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年８月１日
至　2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

現金及び預金勘定 1,281,899千円 1,532,783千円

現金及び現金同等物 1,281,899千円 1,532,783千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年８月１日　至　2024年１月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年８月１日　至　2024年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額（注１）
中間連結損益計
算書計上額
（注２） 

キャリア支援事
業

ＷＥＢコンテン
ツサービス事業

計

売上高      

顧客との契約から生じる収

益
726,515 44,221 770,736 － 770,736

外部顧客への売上高 726,515 44,221 770,736 － 770,736

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 726,515 44,221 770,736 － 770,736

セグメント利益又は損失

（△）
412,010 △1,109 410,901 △147,105 263,796

　 （注）１　セグメント利益又は損失の調整額△147,105千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用　　　

△147,105千円であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　　２　セグメント利益又は損失の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額（注１）
中間連結損益計
算書計上額
（注２） 

キャリア支援事
業

ＷＥＢコンテン
ツサービス事業

計

売上高      

顧客との契約から生じる収

益
1,047,555 115,014 1,162,569 － 1,162,569

外部顧客への売上高 1,047,555 115,014 1,162,569 － 1,162,569

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 414 414 △414 －

計 1,047,555 115,428 1,162,983 △414 1,162,569

セグメント利益又は損失

（△）
663,014 △13,820 649,194 △154,877 494,316

　 （注）１　セグメント利益又は損失の調整額△154,877千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用　　　

△154,877千円であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　　２　セグメント利益又は損失の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、従来「学生イベント事業」のみの単一セグメントとしておりましたが、当中間連結会計

期間より、株式会社アドウィルの全株式取得に伴う業務管理区分の見直しを行い、単一セグメントから、

「キャリア支援事業」「WEBコンテンツサービス事業」の２区分に変更しました。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを

開示しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自2023年８月１日
至2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（自2024年８月１日
至2025年１月31日）

（１）１株当たり中間純利益 143円29銭 273円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 172,635 335,934

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益（千円）
172,635 335,934

普通株式の期中平均株式数（株） 1,204,788 1,230,216

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 139円15銭 269円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 35,869 16,695

希薄化効果を有しないため、潜在的株式調整後１
株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年３月14日

メディア総研株式会社

取締役会　御中

 

如水監査法人

福岡県福岡市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 村上　知子

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　拓也

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメディア総研株

式会社の2024年８月１日から2025年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年８月１日から2025年１月31

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、メディア総研株式会社及び連結子会社の2025年１月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

　続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

　度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当
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と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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